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（新たな雪国文化の形成）
Ñ 個性豊かで魅力的な活力ある地域づく
りを進めるため、克雪活動を通じた地域
コミュニティーの形成、大雪時に備えた
地域住民による支援のための仕組み作り
の推進を図る。また、雪と親しみ、雪を
楽しむ親雪活動の普及等により、新たな
雪国文化を形成する。

（雪国景観の創造・保全）
Ò 雪の景観素材としての活用等地域特有
の自然や生活文化が反映された雪国なら
ではの景観の創造・保全に、住民、企業
と一体となって努める。

カ 消防防災施設等の整備
（消防体制の整備）
Ê 消防用資機材、消防緊急情報システム
等の消防通信施設の整備及び積雪型消火
栓等の消防水利の確保を図るとともに、
消防職団員の確保やコミュニティー消防
センター等の整備により、消防力の充実
に努める。

（防災体制及び救急・救助体制の整備）
Ë 地域防災計画の整備・充実等により、
豪雪災害の防除を期するとともに、雪害
や積雪期の大規模地震等に対する防災体
制の強化に努める。また、ヘリコプター
の円滑な運用、海上輸送を確保するため
に必要な港湾施設の整備、消防防災通信
ネットワークの整備、消防施設、警察施
設等の整備等により、救急・救助体制の
整備・充実を図り、降積雪時においても
防災業務及び救急・救助業務が円滑に実
施されるよう努める。

Ì 平時から災害時要援護者の把握を進め
るとともに、豪雪が想定される場合に速
やかに避難支援体制が整えられるよう、
避難支援プランを策定する。豪雪時にお
いて、災害の発生のおそれがある場合に
は、災害対策本部の設置等、速やかに必
要な体制をとるものとする。さらに、大
規模な災害の発生に、機動的、効果的に
対応し得るよう広域応援体制等の整備を
図る。また、状況の変化に応じた機動的
な対応を図る。

キ 雪処理の担い手と安全の確保
豪雪地帯において人口の減少、高齢化の
進展等により雪処理の担い手が不足してい
ることにかんがみ、地域コミュニティーの
機能強化などにより、高齢者宅等の雪処理
を含む地域防災力を強化するとともに、広
域からの除雪ボランティア等雪処理の担い
手を円滑に受け入れられるような、受け皿
機能の組織や、コーディネーターの養成に
向けた取組を推進し、地域における除排雪
の体制整備に努める。
その際、住民、除雪ボランティア等に対
し、広報誌、講習会等を通じて、除雪作業
の持つ潜在的な危険性に対する理解を得る
啓発活動を推進するとともに、命綱、ヘル
メットの着用等を普及するよう努める。
また、豪雪時の雪処理に広域的かつ効率
的に対応するために建設業団体その他の非
営利団体等との連携を図る。
なお、地域の関係者の意見や提案を十分
踏まえた取組が必要である。

_ 国土保全施設の整備及び環境保全に関する
事項
豪雪地帯では、著しい降積雪に伴う雪崩災
害のほか、融雪出水、地すべり等、各種災害
が毎年発生している。各種施策を推進してい
るものの、未だに多数の危険箇所が存在して
いる。
このような状況に対処し、安全で自然豊か
な美しい国土を目指し、雪崩防止等のための
治山、治水、農地保全事業等を総合的に推進
するとともに、環境保全に配慮した施策の推
進を図る。また、雪崩等の災害発生の予測・
連絡・避難体制の確立・整備を図るととも
に、災害復旧体制の整備・強化に努める。
（雪崩災害の防止）
Ê 雪崩災害を防止するため、なだれ防止
保安林の整備及び雪崩予防施設、雪崩防
護施設等の雪崩防止施設の整備・充実を
図る。また、雪崩の発生機構についての
調査研究を促進し、効果的な対策工法の
早期確立に努めるとともに、雪崩危険箇
所の把握を行い、雪崩ハザードマップの
活用の促進や雪崩監視装置の設置等総合
的な雪崩対策を積極的に推進する。

（融雪出水災害の防止）
Ë 融雪出水による災害を防止するため、
治山、砂防事業を積極的に実施するとと
もに、流域の特性に応じた河川改修の促
進、防災調節池、ダム、遊水地等の多様
な治水施設の整備を推進する。また、浸
水実績、浸水予想区域等の公表により土
地利用の適切な誘導を図る。さらに、河
川情報システム等の整備や洪水ハザード
マップ、土砂災害ハザードマップの作
成・活用を促進する。
また、融雪等に伴う河道閉塞に起因す
る土石流等の重大な土砂災害が急迫して
いる場合に、市町村が住民の避難指示に
係る判断等を適切に行えるよう、土砂災
害警戒区域等における土砂災害防止対策
の推進に関する法律（平成十二年法律第
五十七号）に基づく緊急調査を行い、土
砂災害が想定される土地の区域及び時期
の情報を市町村に提供する。

` 雪氷に関する調査研究の総合的な推進及び
気象業務の整備・強化に関する事項
雪氷に関する調査研究の総合的な推進及び
気象業務の整備・強化は、豪雪地帯対策を円
滑かつ効果的に実施するために不可欠であ
り、積極的な推進を図る。また、雪国の新た
な産業創出を促す克雪技術や利雪技術に関す
る研究開発についても推進を図る。
（調査研究体制の整備）
Ê 地域の実情に応じた雪対策を推進する
ため、関係研究機関の調査研究施設の整
備等総合的な調査研究体制の充実を図
る。
また、雪氷に関する各種データの収
集・整備の充実に努めるとともに、研究
機関相互の連絡調整機能を充実し、防災
科学技術研究所及び土木研究所等の公的
研究機関や道府県立の研究機関、大学等
の緊密な協力の下に、基礎的研究から応
用的研究まで、効率的かつ積極的な推進
を図る。

（土石流、地すべり、急傾斜地崩壊等の防止）
Ì 融雪に伴う土石流、地すべり、急傾斜
地崩壊等を防止するため、治山事業によ
る保安林等の整備及び地すべり防止施設
の整備、砂防関係事業による土石流対策
及び地すべり対策並びに急傾斜地崩壊対
策事業を促進する。また、これらの災害
危険区域における建築規制及び当該区域
からの住宅移転等についても積極的に推
進する。
さらに、土砂災害ハザードマップの作
成・活用を促進する。

（農用地等の防災の強化）
Í 農用地、農業施設等の災害を防止する
ため、農地防災対策や地すべり対策事業
を推進する。

（警戒・避難体制の確立及び災害復旧対策の
強化）
Î 雪崩、地ふぶき、融雪出水、大雪によ
る建物の倒壊等の災害発生に的確かつ迅
速に対応するため、これらの災害の予
知・予測技術の研究・開発を進めるとと

もに、危険区域の把握、地域住民の防災
意識の向上、地域の実情に応じた防災行
政無線等の多様な災害情報伝達手段の整
備や民間事業者やメディア等との連携の
促進による通信・連絡体制及び警戒・避
難体制の強化を図る。また、災害発生に
際しては、災害救助及び災害復旧事業の
迅速な対応を図るため、資機材及び体制
の整備に努める。

（環境の保全）
Ï 雪国の自然環境を美しく健全な状態で
将来の世代に引き継いでいくため、環境
影響評価等を適切に実施し、環境の保全
に努めるものとする。また、雪冷熱エネ

ルギーの利用、地下水の涵
かん

養等による地
域の状況に応じた健全な水環境の確保、
環境への影響が少ない凍結防止剤の開発
等、低炭素・循環・自然共生の各分野が
統合的に達成された持続可能な地域社会
の構築に向けた環境保全に配慮した施策
を総合的かつ計画的に推進する。
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